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摘要（和文） 

農薬取締法では、農薬について登録制度を設け、登録の際に病害虫や雑草に対する効

果だけではなく、毒性や残留性などの試験に基づいて、ヒトや環境におよぼす影響を審

査し、農薬の安全を保証している。しかし、農薬は誤った使用方法、気象条件、水管理

などによって、環境中に流出する恐れが懸念される。特に我が国では水田を基本とした

農業が中心であり、水田では河川へ水が連続して移動する条件を考慮すると、水田水と

ともに農薬が水系に流出し、環境に影響を及ぼす可能性がある。 

そこで「平成 20 年度農薬流出防止技術評価事業」では、使用者が農薬の流出防止対

策を講じる上で有効な技術に関する情報を収集し、農薬の環境中動態、施用技術、製剤

特性、および圃場管理技術等の専門家からなる検討委員会の評価を経て公表することに

よって、水環境の保全に貢献することを目指す。情報の収集は、各種データベースを併

用した文献調査によって行った。収集した技術情報は農薬の使用現場(水田、畑、樹園地)

ごとに整理し、「平成 20 年度農薬流出防止技術評価事業調査結果報告書」の中で網羅的

に紹介する。 

調査結果報告書で紹介する技術には、研究段階のものからすでに実用化されている技

術までが含まれている。このうち流出防止効果、コスト、適用範囲の観点から普及の見

込みが高いと判断した技術については、農薬の使用者を対象とした啓発・普及用パンフ

レット「農薬の流出防止技術の紹介」として取りまとめた。 
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1. はじめに 

1.1 農薬による水質汚染への関心と取組み 

農薬の使用は食糧生産が最優先課題である時代に始まったため、当初は病害虫や雑草

に対する薬効の確認や、農作物への薬害防止を図ることが規制の中心であった。やがて

ヒトの健康へ及ぼす影響を防止する観点から、多くの毒性試験や残留試験が要求される

ようになった。その後、周辺環境に配慮した農薬の使用を目的として、環境省が水系の

生物を対象とした試験方法などの検討を進め、2005 年 4 月より水域生態系を対象とし

て安全評価制度が始まった(星野 2006)。現在では、人畜毒性、農作物への残留性、土壌

残留性、水産動植物に対する影響、水質汚濁性などの各種試験の実施が義務付けられ、

農薬はこれらの審査を経て農林水産大臣の登録を受けなければ販売および使用ができな

い(農薬取締法 2 条)。 

農薬の登録内容には、有効成分や剤型等の農薬そのものの性質に加え、農薬を適用す

る作物、場所、対象とする病害虫や雑草、使用時期、使用量、使用回数、そして処理方

法が詳細に定められている。このような使用方法を守ることで、光、水、土壌の物理化

学的要因や土壌中微生物の活動によって、農薬は許容できるレベルにまで代謝分解され、

ヒトの健康や環境に対する安全が保証されている(金澤 1992)。逆に農薬を過剰に散布し

たり、既定の場所以外で使用すると、ヒトや環境に対して影響が表れる可能性が高まる。

よって農薬の適正使用は非常に重要である。また、これに加えて我が国では水田農業が

盛んであり、水田から河川へと水が連続して移動する条件を考慮すると、誤って使用さ

れた農薬が水系に流出し、水産動植物等を含む周辺環境に影響を及ぼす可能性がある。

このため水系への流出防止技術に係る情報の提供と、農薬の使用者に対する技術の啓

発・普及活動の役割は大きい(中村・片山 2004)。 

1.2 本事業の目的 

そこで本事業は、農薬の使用者が流出防止対策を講じる上で有効な技術に関する情報

を収集し、専門家の評価を経て公表することによって、水環境の保全に貢献することを

目指す。情報の収集は、ISI Web of Science™, JASI, CiNii, Google™ 等の各種データ

ベースを併用した文献調査によって行った。収集した技術情報は農薬の使用現場(水田、

畑、樹園地)ごとに整理し、本報告書の中で網羅的に紹介する。これらには研究段階のも

のからすでに実用化されている技術までが含まれている。このうち流出防止効果と適用

範囲の観点から普及の見込みが高いと判断した技術については総合考察で言及し、さら
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に農薬の使用者を対象とした啓発・普及用パンフレット「農薬の流出防止技術の紹介」

として別紙に取りまとめた。 
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2. 圃場外への主な農薬流出経路と流出メカニズムの概要 

農薬成分の一部は、拡散や移動によって水系に到達し、水質汚染の原因となる可能性

がある。農薬による汚染源や流出経路の解明については、1980 年代後半から世界的に大

きな進展がみられ、EU (Holvoet et al. 2007)、アジア(Hur et al. 2005)、アフリカ

(Dabrowski et al. 2002)、アメリカ (Reichenberger et al. 2007)の各地域から、農薬の

流出防止技術と合わせて包括的な報告がなされている。我が国においては、ヒトの健康

や環境保全を目的として、これまでに数多くの農薬成分について環境水中濃度の測定が

行われてきた(日本環境毒性学会 2006)。この ようなモニタリングデータの集積によって、

流出経路の全体像についても明らかになりつつある(高橋・荻山 2007)。 

農薬施用の主な対象は、水田・畑地・樹園地、草地、公園、ゴルフ場などの広域的な

野外である。これらの土地利用形態は、農薬成分が面的に分布し、風雨などによって拡

散・流出する非特定汚染源(non-point source)となりうる特徴を有する(海老瀬 2006)。

これに対し、工場や畜舎の排水などは、特定汚染源(point source)として分類される(海

老瀬 2006)。後者に比べ前者は、汚濁発生源が広範囲な上に流出のメカニズムが複雑で

あることから、農薬成分の管理や負荷の定量化が難しく、水質汚染の問題を引き起こす

とされている。本章では、非特定汚染源による主要な農薬の流出経路として、表面流出、

地下浸透、飛散、揮散を解説する。 

2.1 地表流出 

農耕地などで散布された農薬は、作物に付着・吸収される以外に、一部が飛散、揮発

あるいは圃場内の水に溶解するか土壌に吸着して存在する。地表流出(runoff)では、水に

溶けた農薬が圃場内の水とともに土壌表面を移動したり、土壌に吸着した農薬も圃場外

へ移動する。一般的に畑地では降雨量または散水量が土壌の浸透量を上回り、地表流出

が発生する。その際、雨滴や表流水によってはぎとられた表層土壌も流出する(erosion)。

一方、湛水された水田では、農作業上の強制排水に加え、過剰な灌漑や降雨による溢水

(overflow)、過度の圃場内浸透、畦畔浸透などが水田水の流出につながる。これらはや

がて河川へ到達し、水質汚染の原因となる。溶存態・懸濁態のいずれにしても、農薬が

単独で土壌中を移動するのではなく、水の移動に伴って移動するため、湛水された水田

と土壌表面が露出している畑地や樹園地では、地表流出の程度や頻度が異なると考えら

れる(井上 2008)。 

2.2 地下浸透 

散布された農薬が土壌表面に到達すると、一部は土壌水に溶解した状態で圃場内に留
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まる。降雨または散水に伴う土壌水の浸透により、農薬を含んだ土壌水は地下へ鉛直方

向にゆっくりと移動する地下浸透 (leaching) によって、地下水として貯留される。地

下水が基底流としてゆっくり河川に流出する一方、土壌表層または浅い層を流れる横浸

透は、中間流として降雨後比較的速く河川に流出する可能性がある(井上 2008)。そのた

め、水溶性が高い農薬ほど浸透により移動しやすいと考えられる。ただし地下浸透の程

度は土壌吸着の強さによっても異なり、その吸着の強さは土壌の有機物含量、粘土鉱物

の種類、粘土含量や団粒構造などと農薬の化学構造との関係から特異的な作用を受ける。

実際には、農薬を含んだ土壌水が移動する過程で土壌への吸着が起こるため、地下深く

の土壌水からは農薬が検出されることは少ない(上路 1999)。 

2.3 飛散 

農薬が気中を介して水系に流出する主な経路として、飛散(drift)が挙げられる。飛散

では散布時の吐出力で生じる運動エネルギーによって、あるいは気流(風力)によって農

薬が圃場外に移動する(高橋・荻山 2007)。このうち運動エネルギーは使用する散布機や

農薬の粒径に依存し、気流は天候に依存する。また、圃場と河川の距離が短いほど、飛

散によって気中を移動した農薬は河川へ落下しやすくなる。飛散の最大の特徴は、散布

時に限って発生する点にあり、他の流出経路に比べて人為的な要素が多く含まれる(日本

植物防疫協会 2007)。 

2.4 揮散 

気中を介して農薬が水系に流出する経路には、散布後に植物体や土壌、あるいは水の

表面から農薬が蒸発して大気中に拡散する揮散(evaporation)も挙げられる。農薬の気中

濃度は散布直後に最高値を示し、徐々に減少するが温度の上昇とともに再び高くなる(上

路 1999)。この増減は数日繰り返される。また、大気中の農薬は気体状態あるいは微粒

子に取り込まれた状態で存在すると考えられており、それらが降雨によって再度地上に

落下する。特に降り始めの濃度が高く、雨水中の濃度は周辺の農薬使用状況を反映する

(上路 1999)。 
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3. 水田における農薬の流出防止技術とその効果 

第 2 章では水質汚染の原因となる農薬の流出経路として、地表流出・地下浸透・飛散・

揮散について記した。これらのうち特に注意が必要となる経路は、河川へと水が連続し

て移動する水田からの流出である。我が国では稲作が盛んであり、全国の農業地域 430

万 ha のうちイネの作付面積は 167 万 ha に達する(農林水産省 2008)。水田で使用され

る農薬は、国内でモニタリングの対象となった農薬成分の中でも特に関心が高く、多く

のデータが蓄積している(日本環境毒性学会 2006)。 

慣行の水稲作における栽培体系を概観すると、圃場の畦畔等の整備と耕起、入水、代

かきに続いて移植苗の田植えを行い、湛水深を調節しながら稲を育成する。農薬は主に

入水の後に本田内で使用することが多いので、流出を防止するためには散布方法や剤型

を工夫して農薬が飛散しないように注意するとともに、農薬を含む水田水の管理が重要

となる。 

つまり水田における農薬の流出防止に係る技術は、農薬の使用時だけではなく、予め

稲の作付けに先立って畦畔や水田を整備して圃場からの漏水を防ぎ、さらに農薬処理後

は降雨によって溢水が生じないように給排水量を調節するなどして、栽培体系の各要素

において実施することで効果をあげると考えられる。そこで本章では、耕種概要に沿っ

て水田における流出防止技術を整理し、①作付け前の圃場準備や耕起・代かき、②農薬

処理時の留意点、及び③農薬処理後の水管理の 3 つの要素に分け、各々を組み合わせて

体系的に導入しやすいように示すこととした。 

3.1 作付け前の圃場準備 

3.1.1 畦畔管理 

畦塗り 

畦塗りは水田の泥土を盛って畦畔を造成し、漏水防止によって農薬の表面流出を防止

する技術である。春の代かきに先立って、前年の畦畔に亀裂ができないように泥土を塗

りつける畦塗りを施した圃場では、水田土壌を積み上げて粗雑な畦畔を造成した圃場に

比べて、水田水の流出量が 2 割程度にまで減少することが明らかになっている (日本植

物防疫協会 2008a)。ただし手作業による畦塗りは高度な技術や多大な労力を要する。さ

らに畦塗りを早い時期に行うと乾いて造成後に亀裂が入るなどの問題が生じることがあ

る。 

しかし近年は高機能な畦塗り機が市販されており、作業の省力化が可能となった(滋賀

県 2008)。さらに地域内で農作業の委託ができれば、畦塗り機を購入しなくても請負作
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業費用のみで作業をまかせることができる(日本植物防疫協会 2008a)。全国の市町村が

定める畦塗り作業の標準受託賃金は 30-50 円/m が一般的である。 

資材を利用した畦畔強度の増強 

畦畔はモグラやザリガニ等の地中動物の孔によって漏水する場合もあり、定期的に見

回って修繕する必要がある。しかし土壌硬化剤で畦畔を造成・マルチすれば、降雨によ

る傷みに加えて、地中動物による破損も防止でき、省力的に畦畔を管理できる。土壌硬

化剤の使用は、畦畔雑草を防除する除草剤を必要としないので、飛散や表面流出のリス

クが増加することもない(農林水産省 2006)。 

軽焼マグネシアとリン酸を主原料とするマグホワイトは、水田土壌や糊材と混和して

畦畔を強化する土壌硬化剤である(藤森ら 2002)。pH は中性域で周辺環境の生物に与え

る影響が小さく、農薬の流出率は粗雑に造成した畦畔の圃場に比べて 94.7%ほど減少す

ることが確認されている(日本植物防疫協会 2008a)。 

さらに畦波板を設置する対策と土壌硬化剤を併用すれば、より効果的に農薬の流出を

防止できる(日本植物防疫協会 2008a)。畦波板は、単独で設置しても農薬流出率を 95%

減少させる、または減水深についても 6%程度削減する効果が報告されている(湖沼環境

保全専門委員会 2004; 日本植物防疫協会 2008a)。効果的に畦波板を設置するには、地

中に深く差し込み、つなぎ目からの水漏れを防ぐために土留めを行うなどの配慮が必要

である。その他の資材の利用では、ベントナイトを施用したり畦畔被覆シートを畦畔全

体に敷設することで農薬流出率を大幅に減少させる事例が報告されている(青森県農林

総合研究センター2003; 日本植物防疫協会 2008a)。 

これらの資材を用いた畦畔の補強は、いずれも高い流出防止効果を示す一方で、資材

の施工と撤去に必要な費用や機材などが、畦塗りや後述する植生管理に比べて大きい点

が課題である (杉本・中西 2000; 日本植物防疫協会 2008a)。ただし一度導入してしまえ

ば畦畔管理を省力化することができるので、長期的には必ずしも他の技術よりコストが

大きいとは限らない。 

畦畔植生の管理 

畦畔の表面は資材で被覆されずに地表が露出していると、水田雑草が繁茂して農作業

の障害となる、病害虫に生息場所を提供する、本田に侵入してイネと競合するなどの問

題が生じる(徐 2001)。そのため被覆植物を導入して畦畔植生を管理する試みが行われて

いる。この方法は、景観を損なうことなく畦畔を保護する上に、従来の定期的な草刈り

に比べて管理作業を省力化できるという利点があり、草刈り作業に危険が伴う斜面や大

規模な畦畔の管理に向いている。被覆植物の導入には、生態的特性を考慮した高度な技
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術が求められるが、山口県では被覆植物に適したセンチピードグラスを用いた畦畔緑化

マニュアルを作成・普及させることで、技術的な問題を克服している(山口県 2007)。他

の植物の導入についても、シート苗を移植する工法が開発されている(大谷 2005; 青森

県農林総合研究センター 2004)。ただし外来種を導入する場合は環境保全の観点から注

意が必要である。 

被覆植物として用いる草種としては、日本各地に自生するチガヤや日本シバなどの在

来種が望ましい (福嶋 2003; 水口・西脇 2006; 橋本ら 2008a)。そこで畦畔雑草に抑草

剤を施用することで積極的に被覆植物として活用する試みが始まった(土田 1997)。この

10 年ほどの間に畦畔で使用できる抑草剤の種類は増えて施用技術も発達し、今後の普及

が期待されている (竹下 2002; 橋本ら 2008b)。2008 年に作成されたマニュアルでは、

畦畔植生を在来草種へ転換すると同時に、管理を省力化する技術も紹介されている(近畿

中国四国農業研究センター 2008)。ただし施用の際は、飛散防止カバーを使用し、水田

や用水路に抑草剤が飛散しないように注意する必要がある。 

畦畔管理に係る流出防止技術のまとめ 

【表 3-1．】畦畔管理に係る農薬防止技術の概要について防止効果別に示す。参考にコス

トについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって価格は異な

る。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もある。 
流出防止効果 技術の概要 参考 
畦畔浸透および

漏水による水田

水の流出防止 

畦塗り クワあるいは畦塗り機による

畦畔造成および泥土塗りつけ 
請負作業費(30-50 円/m) 

資材による

畦畔管理 

畦畔波板を造成した畦畔に沿

って埋設することによる畦畔

の補強 

畦波板購入費 (0.5 mm×

30 cm×20 m サイズで 1, 
180 円) 

土壌硬化剤を混和し、クワあ

るいは転圧機を用いて畦畔強

度を増強 

土壌硬化剤購入費 (マグ

ホワイト 13,000 円 /100 
m) 

畦畔被覆シートを畦畔全体に

敷設することによる畦畔の補

強 

敷設機および被覆シート

購入費(畦プロシート 0.7 
mm×80 cm×50 m サイ

ズで 25, 095 円) 
畦畔浸透および

漏水による水田

水の流出防止 

植生による

畦畔管理 

市販されている抑草剤による

既存植生を利用した畦畔植生

の管理 

抑草剤購入費 (1-3 円/0.5 
ml/m2) 
飛散防止カバー購入費(ノ
ズル一体型 2,100 円) 
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【表 3-1．】つづき 
流出防止効果 技術の概要 参考 
畦畔浸透および

漏水による水田

水の流出防止 

植生による

畦畔管理 
被覆植生マットあるいは種子

や苗の導入による畦畔の緑化

および植生管理 

被覆植生マット購入費な

ど(ノシバ 280 円/m2; シバ

ザクラ 2,340 円/m2) 
 
3.1.2 圃場の整備 

農薬の使用前に行う圃場の整備についても、農薬の使用時に起こりうる流出を防止す

る役割を果たすことができる。耕耘期に使用するロータリのなた爪の代わりに、特殊な

耕盤形成爪で耕起前の土を圧縮して耕盤を再形成すれば、減水深が減少して地下浸透の

リスクが抑えられる (滋賀県 2008)。代かき時に発生した濁水は、工場排水の処理に使

用する発泡プラスチックを充填した濾過装置を排水口に設置して浄化するという提案も

ある (小森ら 1999)。 

また、予め圃場の給水口と排水口を併設しておくと、湛水時に本田内の水を攪拌せず

に水管理ができるので、排水中に含まれる農薬濃度が低下する (北海道環境科学研究セ

ンター 2000)。シメトリンとモリネートを対象とした調査結果では、給排水口を離して

配置した場合に比べて、給排水口を併設すると圃場から流出する農薬量を通常の 3% 程

度に抑える事例が報告されている(北海道環境科学研究センター 2000)。これらの圃場整

備の特徴は、安定した気象条件で高い効果を期待できることだが、降雨や強風に伴って

増加する農薬の流出は抑制できない。 

一方、排水口や畦畔の高さを調節して圃場の余剰貯留水深を十分に確保する方法は、

まとまった降雨でも排水量が増えにくく、表面流出による農薬の流出を防止できる(渡

邊・石原 2007; Phong ら 2008)。余剰貯留水深の確保は、圃場内側で排水口の端を延長

するなどの工夫で実施できる場合は、費用対効果も高く導入しやすい方法の一つだろう。

ただし、多量の降雨が起こる西日本では、余剰貯留水深による農薬の流出防止効果は薄

れる可能性があることが報告されている (Boulangé ら 2009)。 

降雨時の流出に対応できる技術として、その他にも隣接した 2 筆の水田を連結し、一

方を調製水田として利用する研究が行われている(北海道環境科学研究センター 2000)。

この方法によって、農薬は排水路に流出する前に分解または吸着される。ただしその効

果は調整水田の面積や湛水深に依存するため、十分な流出防止効果が得られる条件は限

られるだろう (沼辺ら 2007)。 
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圃場整備に係る流出防止技術のまとめ 

【表 3-2．】圃場整備に係る農薬防止技術の概要について防止効果別に示す。 
流出防止効果 技術の概要 参考 
地下浸透防止 耕盤形成爪により耕起前の土を圧縮し、水田水の地

下浸透を防止する 
耕盤形成爪は市

販されていない 
排水中の農薬濃

度を低減 
給水口の近傍に排水口を設置することにより、水田

水を攪拌せずに排水することで、農薬濃度の高い水

田水の流出を極力低減する 

 

溢水による水田

水の流出防止 
畦畔または排水口の高さを調節し、余剰貯留水深を

確保することで水田水の溢水を防止する 
 

排水中の農薬成

分を吸着または

分解 

発泡プラスチックを充填した濾過装置を排水口に設

置する 
 

農薬無施用水田と連結した調整水田を設置し、排水

経路を一本化する 

 

3.1.3 耕起・代かき 

浅水代かき 

代かきは水田に水を引いて土壌を攪拌するため、微細土壌粒子を含む濁水が発生する。

耕起前の雑草防除に使用した除草剤や代掻き時に使用した除草剤などが土壌に吸着し、

懸濁態として排水に混入すれば、微量ながら農薬が表面流出する恐れもある。各県では

代かき時の落水を禁止する指導によって、濁水の排出を抑える努力をしている(秋田県

2008; 滋賀県 2008)。 

代かき時に浅水状態で行う浅水代かきは、田植えのために落水して湛水深を下げる必

要がないので、河川等への濁水の流出を抑制し、農薬の表面流出を防止する効果が期待

できる(佐賀県農業技術防除センター 2003)。また、慣行の代かきでは荒代と植代の 2

行程を実施するところを、浅水代かきは水田ハローを利用して 1 行程で行うので、濁水

の発生量を抑えることができる(滋賀県 2008)。さらに余剰貯留水深が増えるため、降雨

後に溢水が生じにくくなる。また、代かきから田植え前に湛水期間を設ける場合は、湛

水深が 60 mm より浅ければ強風時でも水田水中の水質懸濁物質の上昇が抑えられる 

(原田ら 2006)。以上から浅水代かきは農薬の流出を防止することが期待される。 

しかし水田水を浅水にすると、中粗粒質土の水田では作土が異常に硬くしまる「いつ

き」現象が生じることがある(北川ら 1988)。「いつき」現象は田畑輪換田で特に起こり

やすく、水稲の生育遅延や植えつけ苗の枯死等の被害がでる例もある。被害の出ない場
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合でも、田植え機の爪跡が泥で埋まらないため、入水後に散布した除草剤による薬害を

生じたり、浮苗や欠株の原因となる。よって中粗粒質土の水田や田畑輪換田においては、

浅水代かき以外の対策を講じることが望ましい。 

表層代かき 

代かき濁水の発生量を抑える技術として、表層代かき田植えも挙げられる。これは慣

行の代かき作業を行わずに移植前に入水し、田植え機の直前に装着された専用のロータ

で表土を浅く攪拌・均平しながら移植と側条施肥を行う技術である(滋賀県 2008)。ただ

し、表層代かき田植えも浅水代かきと同様に、「いつき」を起しやすい圃場には適さない。

また、慣行栽培と比べて畦畔漏水が多くなりやすいため、後述するように圃場周囲に畦

畔シートを張るなどの対策を講じる必要がある(滋賀県 2008)。さらに代かきが十分行わ

れないため降下浸透量が多くなり、透水性が大きい圃場には不適である。しかし透水性

の問題は、稲を収穫した後の秋耕起で稲株や稲わらを十分に鋤き込んでおき、春にも砕

土と除草を兼ねた二回目の耕起を行う移植前作業によって、ある程度は改善できる(中井

ら 1998)。このような二回耕起は移植精度の向上にも役立つ。 

無代かき 

耕起・砕土に続く代かきをせずに播種または移植を行う無代かき栽培は、代かき濁水

が発生しないため、農薬が懸濁態として表面流出するリスクをさらに抑えることができ

る。無代かき栽培の濁水の抑制効果は田畑輪換田で大きく、用排水中の水質懸濁物質の

差し引き排出量は、復田後 3 年間を通して代かき栽培に比べて同等以下となることが確

認されている(原田ら 2003)。また、代かき時の土塊粉砕をしないので土壌の透水性も高

まり、排水不良田の土壌環境改善や作業性の向上も期待できる (秋田県 2008)。 

ただし上述の技術と同様に、無代かき栽培も透水性の高い圃場には適さない。比較的

透水性が小さいグライ土、黒ぼくグライ土、黒泥土、泥炭土のような土壌群で適用が可

能であり、砕土率(20 mm 以下の土塊割合)は 50-60%が実用上の目安とされている(滋賀

県 2008)。 

また、耕起、砕土、均平、整地作業を実施した後に田植えまでの期間が長くなると、

雑草の発生も懸念される。雑草はドライブハローを用いた仕上げ整地や入水前の除草剤

処理で防除することも可能である。省力的かつ経済的な無代かき栽培として、千葉県の

早期栽培では田植えまでの期間を 15 日以内とする作業計画を指導している(池田・深山 

2006)。 



平成 20 年度農薬流出防止技術評価事業調査結果報告書 
 

- 14 - 

不耕起 

無代かきに加えて耕起作業も省略し、専用田植え機の回転爪で溝を作りながら苗を移

植する不耕起移植栽培は、無代かきと同様に代かき濁水を発生させない技術である。用

排水中の水質懸濁物質の差し引き排出量では、無代かき栽培をさらに下回るという結果

も報告されている(中橋ら 1993; 原田ら 2003; 近藤ら 2004)。ただし不耕起移植栽培の

圃場では、水田水の降下浸透量が増えるので(中橋ら 1993; 原田ら 2003; 近藤ら 2004)、

農薬成分の地下浸透を考慮すると、不耕起栽培の流出防止効果には疑問が残る。 

そこで中嶋ら(2007)は、不耕起栽培における農薬流出リスクについて、農薬挙動予測

モデル(Paddy model, 稲生 2004)と圃場試験に基づいたシナリオ分析を行った。不耕起

栽培の降下浸透量と有機炭素含有率は慣行栽培の 2 倍程度と仮定し、農薬 5 成分の流出

リスクについて計算した。その結果不耕起条件で地下浸透による流出が慣行条件を上回

ることはなく、水田水中の農薬濃度も速やかに低下すると結論した。この報告を踏まえ

ると、不耕起移植栽培は農薬流出を防止する上で有効な技術と言えるだろう。 

ただし、比較的粒径の大きい灰色低地土や灰褐色系の土壌では不耕起を連続すると減

水深が非常に大きくなり、耕起移植栽培の２倍以上の用水が必要になることに留意しな

ければならない(石橋・赤井 1996)。また、不耕起による土壌中の亀裂や疎孔隙の発達に

より、そこを流路とする選択流が農薬の横浸透や地下浸透を促進する可能性についても

考慮する必要がある。圃場を選ぶ際の目安は、慣行の代かき田における減水深で 10 

mm/day 以下とされている(秋田県 2008)。さらに直播栽培をするならば、完全不耕起は

難しく、漏水や密生する冬雑草への対策として冬季の代かきが必要となる(愛知県農業総

合試験場 2003)。 

代かき濁水の凝集沈降 

代かき時に濁水が発生しても、土壌改良剤の施用によって濁水の沈降を促進すること

で懸濁態としての農薬の流出リスクを抑えられる。ただし資材には作物、水質、土壌に

悪影響がなく、魚毒性等の問題がないものを選んで使用しなければならない。ポリ塩化

アルミニウム(PAC)、EBa 等の合成凝集剤は、少量の施用でも高い濁水沈降効果が得ら

れる一方で、高い魚毒性も指摘されている(藤原 1987)。また、硫酸第一鉄(FeSo4)の施用

は水質の酸性化が著しく、農業用水の環境基準である pH 6-8.5 の範囲から外れてしまう

恐れがある(滋賀県 2008)。 

濁水沈降効果が高く、実用性の高い資材としては石膏、ケイ酸石灰、塩化カルシウム、

サンゴ砂などの活用が検討されている (赤江 1992; 1994; 牧野ら 2004; 大野 2005; 松

本・松井 2007)。ただし施用時期や施用方法、連用による影響等については、今後さら
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に検討を重ねる必要がある。 

水田の耕起・代かきに係る流出防止技術のまとめ 

【表 3-3．】耕起・代かきに係る農薬の流出防止技術の概要について防止効果別に示す。

参考にコストについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって

価格は異なる。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もあ

る。 
流出防止効果 技術の概要 参考 
代かき濁水の流

出防止 
落水を禁止して代かき時に生じる濁水を圃場

内にとどめる 
 

代かき濁水の少

量化 
浅水代かきとしてトラクターに水田ハローを

装着し、浅水状態で代かきをする 
 

表層代かきとして田植え機に専用のロータを

装着し、田植えと同時に表土を浅く攪拌・均

平にする 
代かき濁水の発

生防止 
無代かき 代かきせずに播種または移植

する 
 

不耕起栽培 耕起および代かきを省略し、専

用田植え機によって移植する 
代かき濁水の沈

降 
土壌改良剤(石膏、ケイ酸石灰、塩化カルシウ

ムなど)により代かき時の濁水を凝集および

沈降させる 

凝集剤購入費(塩化カル

シ ウ ム 2,000 円 /25 
kg/10 a) 

 
3.2 農薬処理時の留意点 

3.2.1 飛散しにくい製剤の選択 

育苗箱処理の場合 

水稲の移植栽培において移植前に農薬を育苗箱内で施用する技術は、水田圃場外への

飛散がないことから、河川への成分流出の低減が見込まれる散布法である。また、水へ

の溶出量も少ないので、育苗箱施用の後に苗を移植しても、同じ成分を本田で使用した

場合に比べて、水田水中の農薬濃度を数～数十％程度に抑えられるという特性がある 

(岩手県農業研究センター 2000; 2001)。そのため、もし水田水が圃場外へ流出したとし

ても、比較的環境負荷は小さいと考えられる。実際に岩手県雫石川水系で葉いもち病防

除剤の河川水中濃度を調査したところ、育苗箱処理での利用が普及した結果、プロベナ

ゾールの濃度が近年になって低下していることが報告されている(岩手県農業センター 

2008)。ただし施用の際は育苗箱から土壌への流出防止対策としてシートを敷設するな



平成 20 年度農薬流出防止技術評価事業調査結果報告書 
 

- 16 - 

どの注意が必要である。 

湛水処理の場合 

本田内で使用する薬剤のうち、湛水処理用に開発された製剤は、比較的大きい粒径の

製剤を水田水に直接投下するため、風の影響を受けにくく飛散のリスクが小さい。除草

剤における顆粒水和剤・フロアブル剤・ジャンボ剤等の剤型を手振りで施用する場合は、

風速 6 m 以上の強風条件でも飛散が認められない(日本植物調節剤研究協会 2005)。さ

らに近年は少量拡散型粒剤も開発されている。 

ただし、湛水処理用の製剤は水中で拡散しやすく、散布直後に水田水中濃度が高くな

りやすいため、表面流出が懸念される(園田 2004; 日本植物防疫協会 2008a)。したがっ

て水中で拡散しやすい剤については、一定期間の止水状態を維持できる時期に限って施

用するなど、水管理と組み合わせた流出防止技術が必要となる。 

茎葉処理の場合 

植物体の地上部に薬剤を付着させる茎葉処理剤は、水田水へ落下する割合が小さいの

で、表面流出が起こるリスクが幾分小さいと考えられる (日本植物防疫協会 2008a)。し

かし粉剤の場合は、粒径が平均 45 µm 以下と小さく、 動力散布機に装着した散布管か

ら送風して施用するため、弱い風でも飛散してしまう。さらに粉剤は散布後も田面から

二次飛散するので、1970 年代から代替技術が検討されてきた(高木 2008)。 

より粒径が大きい微粒剤の利用は、飛散を効果的に低減できる。ただし微粒剤 F は、

水稲用に現在登録されている製剤の数が限られていることや、粉剤または粒剤用の散布

管では均一に散布しにくい点が課題である。粉剤の中でも非常に細かい粒子が少ない

DL 粉剤は、慣行の粉剤より飛散しにくいが、液剤などと比べると飛散距離が長い(日本

植物防疫協会 2007)。また、飛散が少ないとされる粉剤用の散布管はあるものの、その

効果については慣行散布管と飛散量の差が確認できていない(日本植物防疫協会・全農営

農技術センター 2006)。 

3.2.2 処理方法の工夫 

本田内で薬剤を施用する場合は、飛散のリスクが比較的小さい粒剤散布でも風速 3 m 

未満の条件で 1 m 程度の飛散距離が確認されている(日本植物調節剤研究協会 2005)。

よって圃場の境界から 2 m 手前で散布を終えるなど、農薬無施用の緩衝帯を設けること

によって圃場外への飛散を抑える努力が求められる。 

水に希釈した液剤・水和剤・水溶剤などを噴霧器で施用する場合は、さらに飛散に留

意する必要がある。特に水田内は足場が悪いため、畦畔から到達力のあるノズルを用い
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て散布する方法が一般的に用いられており、ノズル操作の良否が飛散に大きく影響する。

飛散を防止する上では、圧力・方向・位置などに配慮しながら、風の弱い時に適正な散

布量で作業する基本操作の励行が最も重要である(日本植物防疫協会 2005a)。 

一方、飛散しにくい散布機の開発も進み、液剤などを噴霧処理する場合は、粒径の大

きいドリフト低減ノズルの使用によって、飛散距離を短くできる (生研センター 2005)。

ドリフト低減ノズルは乗用管理機搭載の散布装置に装備して、大規模水田における飛散

の抑制にも利用できる(生研センター 2007)。 

また、少量の散布水量 (25 L/10 a)で散布する少(水)量散布は、さらに飛散を抑えるこ

とが可能である(日本植物防疫協会 2007)。ただし、慣行より数倍高い濃度の薬液を扱う

ため、専用ノズルや速度連動散布装置を使用して均一に散布する必要がある。少(水)量

散布用に登録された製剤は、まだ数が多くないので、今後さらに開発が期待される。 

3.2.3 空中散布における散布精度の向上 

上記の地上散布以外に、散布機としてヘリコプターを用いる空中散布も全国的に行わ

れている。特に無人ヘリコプターによる防除面積は年々増加し、2003 年には全国で 55

万 ha を超えるに至る(久野ら 2002; 斎藤 2004)。空中散布はヘリコプターの回転翼で

生じるダウンウォッシュに乗せて農薬を吹きつける方法で、飛散による農薬流出が懸念

される。また、有人ヘリコプターを用いた殺虫剤トリクロルホンの散布例では、圃場外

への直接投下に起因すると思われる河川流出が 5%程度あるという事例も確認されてい

る(佐々木・寺澤 1996)。系外流出を防止するためには、技術指導指針に定められた飛行

高度、飛行速度、作業時の風速等を遵守する必要がある(ドリフト対策連絡協議会 2003)。 

空中散布機から薬液を噴霧する際は、展着剤ポリアクリル酸ナトリウムを加用すると

微細粒子が減少し、圃場外への飛散を低減できることが確認されている(斎藤 2004)。添

加量は水和剤に対して 0.01~0.02%、乳剤では 0.03~0.04%、これら剤の混合ではさらに

増やすことが効果的である(山元ら 1977)。 

その他にも、現在は無人ヘリコプターに GPS と飛行速度計と連動した薬液調節散布

装置を搭載することによって、散布精度の向上や、散布境界域における風の状況に即応

した散布コースの設定などが可能である。 
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農薬の処理に係る流出防止技術のまとめ 

【表 3-4．】農薬の処理に係る流出防止技術の概要について防止効果別に示す。参考にコ

ストについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって価格は異

なる。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もある。 

流出防止効果 技術の概要 参考 
製剤の選択に

よる飛散低減 

育苗箱処理 幼苗に対して移植前の育苗箱散布が可

能な剤を施用することにより、水田水中

の農薬濃度が低下する 

 

湛水処理 除草剤の場合は、粒剤の代替として飛

散が少ない湛水散布用の顆粒水和

剤・フロアブル剤・ジャンボ剤・少量

拡散型粒剤を使用する 

茎葉処理 粉剤の代替として飛散が少ない茎葉散

布用の微粒剤 Fを使用する 

処理方法の工

夫による飛散

防止 

圃場周縁部に飛散に対応した農薬無施用の緩衝帯を

設置する 

 

液剤等の噴霧処理において飛散低減ノズルを使用す

る 

ドリフト低減ノズル購

入費(1 頭口 1,300

円程度から) 

高濃度薬液 (登録のある剤のみ)を専用ノズルを用いて

少(水)量で散布する 

専用ノズル購入費

（1 頭口 1,000 円程

度から) 

空中散布機から投下する薬液に展着剤を加用し、噴霧

粒径の「やせ」を防止する 

展着剤購入費（ポリ

アクリル酸ナトリウム 

１L 38,920 円） 

GPS 搭載型空中散布機の使用によって飛行速度に応じ

た薬液散布量の調節が可能となり、散布精度を確保して

対象圃場外への散布を防止する 

GPS 連動式速度計

および薬液量調節

散布装置導入費

（1,000,000 円） 

 
3.3 農薬処理後の水管理 

3.3.1 止水の励行 

農薬散布後の水管理については、従来 3-4 日間の落水やかけ流しを禁止することで、

農薬成分の流出を防止する指導がされてきた。しかし適正な止水期間については議論の

余地があり、石井ら(2004)はダイムロン、ベンスルフロンメチル、メフェナセット剤の

散布後に水田水中濃度の変化を調査した結果、止水期間を 4 日から 7 日に延長すること
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で、流出割合を 1/2－1/10 に減少できると報告している。他の剤についてもシミュレー

ション研究に基づいた止水期間の延長効果が示されていることから(渡邊ら 2007)、国は

水田で使用する農薬を対象に止水期間を 1 週間程度に変更する指導を 2006 年より始め

ている (農林水産省消費・安全局 2006)。 

止水管理の具体的な対策としては、滋賀県では排水口に通常の止水板に加えて、塩ビ

板等でできた止水板で排水マス全体を覆うように二重に設置する試みが行われている 

(滋賀県 2008)。水田の田面水位と排水口の高さの差は、降雨時に雨水を貯留する余剰貯

留水深となる。東京で行われた 2004-2005 年の圃場実験では、除草剤の流出量は余剰貯

留水深が増加するとともに指数関数的に減少していった(渡邊 2008)。余剰貯留水深が 2 

cm ある条件では、除草剤(シメトリン、チオベンカルブ)の流出が 1%以下にとどまって

いた(渡邊 2008)。 

止水期間中の水田では、自動給水栓による用水量の調節で湛水深を保つことができる

(滋賀県 2008)。しかし一部の水田では、湛水状態を維持するために過剰な入水を続ける

結果、かけ流しによる農薬成分の水系への流出を招いている。茨城県のある地域では、

田植えがほぼ終了した 5 月末に調査を行ったところ、対象とした水田 296 筆のうち約

38%で水位が排水口より高い、または水位が排水口と同じであり、水田水が流出してい

る状況であった(Vu ら 2006; 渡邊・石原 2006)。 

そこで 2009 年より日本植物調節剤研究協会では、農薬処理後 7 日間は排水だけでな

く給水も止める植調式止水管理の提唱を始めた(田中 2008)。同協会はこれに先立ち、ま

ず 7 日間の止水期間中に自然減水によって田面が露出した場合に、稲の生育や除草剤の

薬効及び薬害にどのような影響が及ぶかを調査した。その結果、農薬成分が水田水中に

均一に拡散していれば、田面が 2-3 日露出したとしても目立った影響は見られないこと

を確認している (田中ら 2004; 2007)。さらに日本植物調節剤研究協会は農薬メーカー等

の協力を得て、新聞紙面を利用したキャンペーンにより、農薬の流出防止が図れる止水

管理の効果の周知に努めている (日本植物調節剤研究協会 2008)。 

3.3.2 循環灌漑および農薬の吸着 

本田からの農薬流出を防止するその他の技術としては、水田排水を再び引き込んで利

用する循環灌漑によっても農薬の流出率が減少することが確認されている(中村ら

1982)。茨城県の水田集水域では、循環灌漑により集水域排水量の約 10.2%が循環灌漑

され、農薬の流出率の低減に寄与したとの報告がある(Vu ら 2006; 渡邊・石原 2007)。

ただし、循環灌漑では降雨条件によって排水の反復利用率が変動し、これに伴って流出

防止効果も年次変動することに留意しなければならない。 

その他に、籾がらを棒状に成形して炭にした吸着資材や分解菌を集積した基質を本田
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に散布して農薬成分を吸着・生分解させる方法が知られているが(高木 2004; 高木・原

田 2005)、対費用効果や農薬の薬効を保つ上では課題が残る。 

農薬処理後の水管理に係る流出防止技術のまとめ 

【表 3-5．】水田の水管理に係る流出防止技術の概要について防止効果別に示す。参考に

コストについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって価格は

異なる。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もある。 
流出防止効果 技術の概要 参考 
農薬を含む水田

水の流出防止 
農薬散布後の 7

日間止水管理

(ラベルに「散布

後 7 日間は落

水・かけ流しを

しない」とある

農薬対象) 

自動給水栓などを利用して適

宜給水はするが、止水板を二重

に設置するなどして排水をせ

ずに農薬を含む水田水を圃場

内にとどめる 

自動給水栓導入費(50 
mm 給水管用の本体

およびセンサー総額

50,710 円から) 

給排水をせずに農薬を含む水

田水を圃場内にとどめる（除草

剤の場合は、止水期間中に田面

が 2-3日間露出しても除草効果

に影響はない） 

 

循環灌漑 排水を用水として再利用する  
水田水中の農薬

濃度低下 
農薬の吸着・分

解資材 

 

農薬成分を吸着または分解す

る籾殻成形炭粉末や分解菌集

積炭素化素材を本田内に施用

する 

これらの資材は市販

されていない 
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4.  その他の圃場における農薬の流出防止技術と効果 

第 3 章では国内でモニタリングの対象となった農薬のうち、特に多くのデータが蓄積

している水田施用農薬について記したが、その他の圃場において使用する農薬の流出も

考慮する必要がある。農薬の年間出荷量を分野別に集計すると、近年は水稲作に比べて

野菜・畑作で使用する農薬の方が多いという報告が続いている(H20 年度報告で各 8.2

万および 9 万トン、農薬工業会平成 20 年度出荷実績表)。農薬の有効成分ごとに見ても、

畑で施用する D-D やクロルピクリンは、化学物質排出移動量届け出制度において指定さ

れている 354 物質のうち、使用量の多い物質の上位に入る (各 9.9千および 8.2 千トン、

経済産業省・環境省 2008)。実際に、畑作地帯を流れる河川からキャベツ、レタス、テ

ンサイ、コムギなどの栽培で使用する農薬成分が検出される事例も報告されていること

から (伏脇 1994; 日本植物防疫協会 2005a)、畑地において流出防止技術を導入する意

義は大きい。さらに、樹園地で散布される農薬は、高い位置の葉や枝などに薬液を付着

させるので、飛散が生じやすいことに留意する必要がある。本章では、水田以外の圃場(畑

地、樹園地）における農薬の流出防止技術を示す。 

4.1 畑地における農薬の流出防止技術 

一般的に水田圃場に比べると、畑圃場で散布された農薬は表面流出によって水系に到

達するリスクは小さいと考えられている。しかし、傾斜地では散布後の降雨によって農

薬を含む濁水が圃場外に流出する事例も報告されているため(高橋ら 2002)、圃場の地形

や河川までの距離によっては散布時期の天候に特に注意する必要がある。 

畑圃場で発生する濁水量は、水田と同様に不耕起栽培によって抑えることができる。

アメリカではすでにオオムギ、コムギ、トウモロコシ、穀実用モロコシの栽培で不耕起

を導入したところ、濁水発生量が半減する結果が得られている(Brown et al. 1985; 

Jones et al. 1995; Clausen et al. 1996; Miao et al. 2004)。日本ではまだ一般的ではない

が、北海道の一部では飼料用トウモロコシ栽培でプラウによる耕起やロータリハローに

よる砕土・整地を省略し、不耕起対応タイプの播種機で播種する技術を導入している地

域もあり、今後の普及が期待される(佐藤 2007)。しかし、不耕起を繰り返すと土壌が硬

くなり、根の展開力が弱いダイズでは減収する可能性も指摘されている (東田 2001)。

多様な作物で不耕起栽培を実施するためには、土壌の硬化を軽減するために１年おきに

耕起と組み合わせて対応するなどの検討が必要である。 

畑圃場で散布された農薬は、飛散や揮散によって長距離を移動する可能性もある。遮

蔽物がない条件では風速 5 m/s の場合でも散布地点から 30 m 離れた場所で飛散が確認
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されている(Ganzelmeier et al. 1995)。飛散量は作物体が小さい生育初期など、圃場が

裸地に近い条件で多くなる傾向がある(埼玉県農業総合研究センター 2005; 吉田・三角 

2005) 。よって畑圃場においても飛散防止に十分配慮し、水田圃場と同様に散布圧力、

方向、位置などに配慮しながら風の弱い時に適正な散布量で作業したり、緩衝帯を設置

するなどの基本操作の励行が重要である(ドリフト対策連絡協議会 2003; 穂坂ら 2008)。 

さらに畑地施用の農薬に対応した飛散低減ノズルを使用すれば、飛散量の低減につな

がり、すでにキャベツ、ダイズ、ハクサイ、レタスの圃場で効果が実証されている(埼玉

県農業総合研究センター 2005; 生研センター 2005; 2007; 小林・鈴木 2006)。水稲作

で先行している少(水)量散布については、2003 年に畑作物に対する剤の登録が始まって

以来普及が遅れてはいるものの、北海道東部を中心に一般化しつつある(清水 2007)。ノ

ズルの先に飛散防止カバーを装着し、畦間散布することによっても、飛散を抑えること

ができる(木村ら 2008)。 

施設園芸用にはノズル部に帯電装置を装着し、散布液の微粒子に静電気を帯電させる

ことで、少量の高濃度薬液を効率的に作物体へ付着させる散布機が開発されているが、

露地栽培への導入は諸外国に比べて遅れている (園田 2004)。青森県では試験的にバレ

イショ、ダイズ、ナタネの露地栽培で静電散布機を導入したところ、従来型の散布機に

くらべて優れた薬液付着効率を確認した(柳野ら 1998)。ただし作物に付着しなかった薬

液のうち、圃場外へ流出した割合がどの程度減少したかについては、さらに調査を要す

る。 

その他に飛散防止における畑圃場ならではの対策としては、圃場周縁に遮蔽作物を栽

培する、または防薬ネットを設置することで障壁を設ける方法が考えられる。遮蔽作物

としてのソルゴー栽培はネギ、ナス、ダイズなどの圃場で全国的に飛散防止の効果が確

認されている(酒井ら 2006; 藤本・横井 2006; 茨城県農業総合センター農業研究所 

2008)。さらに効果的な品種や栽培間隔の検討も進み、ソルゴーの 2 条播きは網目 1 mm

の防薬ネットを 2 重に設置した時と同等の飛散防止効果を示す結果が報告されている

(宮坂 2008)。ただし、障壁を設けても飛散を完全に防ぐことはできないので、飛散防止

の基本操作を励行し、さらに飛散低減ノズルの使用など、他の技術と組み合わせてより

確実に流出を防止することが望ましい。茨城県のダイズ圃場では、ソルゴー栽培と飛散

低減ノズルを併用すると、遮蔽作物なしで慣行ノズルを使用した場合に比べて飛散量を

1/10 以下に抑える効果を確認している (茨城県農業総合センター農業研究所 2008)。 
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畑地における農薬の流出防止技術のまとめ 

【表 4-1．】畑地における農薬の流出防止技術の概要について、防止効果別に示す。参考

にコストについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって価格

は異なる。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もある。 
流出防止効果 技術の概要 参考 
地表流出防止 不耕起栽培としてプラウによる耕起やロータリハ

ローによる砕土・整地を省略し、専用播種機で播

種する 

 

散布技術の工夫

による飛散防止 
農薬無施用の緩衝帯を圃場周縁に設置する  

液剤等の噴霧処理において飛散低減ノズルを使用

する 

ドリフト低減ノズル購入

費(1頭口 1,300円程度

から) 

液剤等の噴霧処理において飛散低減カバーを使用

する 

飛散防止カバー購入

費 ( ノ ズ ル 一 体 型 

2,100 円) 

高濃度薬液 (登録のある剤のみ)を専用ノズルを用い

て少(水)量で散布する 

専用ノズル購入費（1

頭口1,000円程度から) 

障壁設置による

飛散防止 
ソルゴーなど草丈の高い植物を障壁作物として栽培

し、圃場周縁を遮蔽する 

 

遮光ネットなどを防薬ネットとして圃場周縁に設置

する 

 

 

4.2 樹園地における農薬の流出防止技術 

樹園地における農薬散布は液剤が中心で、高い位置の葉や枝、果実等に向けて下から

農薬を付着させる。そのため到達性のある動力噴霧機で微粒子化した薬液を散布するこ

とが多い。動力散布にも様々なものがあるが、据え置き型のセット動噴に噴霧量が多め

のノズルを組み合わせて使用することが一般的である。複数の噴頭が取り付けられたノ

ズルを装着する場合もあり、空間に薬液が飛び散らないように基本的な散布操作の励行

を心がけるとともに、飛散低減ノズルを積極的に使用することが望ましい(日本植物防疫

協会 2005a)。果樹用の飛散低減ノズルは、樹高が高い場合や近い位置から散布できな

い場合を想定し、概して噴霧角度が狭く勢いが強いという特徴があるが、低樹高で近く

から散布できる場合は、噴霧角度が広めで勢いの弱い野菜用の飛散低減ノズルが使いや

すい(日本植物防疫協会 2005a)。 

高い位置に向けた散布では薬液の飛距離が長いため、風の影響を受けやすい。さらに
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散布液が作物体を突き抜けたり飛び超えて風に運ばれる可能性もあるので、圃場周縁に

防薬ネットを敷設して飛散を抑える対策がすでにリンゴ、モモ、ナシの栽培で採用され

ている(埼玉県農業総合研究センター 2005; 尾形・菅野 2006; 櫛田ら 2007; 天野ら 

2008)。防薬ネットの性能については、実圃場ですでに使用されている代表的な規格を

各種比較したところ、目合いが細かいほど飛散粒子の遮蔽能力が高いという試験結果が

示されている (日本植物防疫協会 2005b)。 

しかし一方で、目合いが細かいネットでは噴霧液が通過せずに舞い上がり、風によっ

て遠くまで飛散する可能性も指摘されている(尾形・菅野  2006)。実際の飛散防止効果に

は、ネットの目合いよりネットの高さが強く影響する傾向もあり、目合い 1、2、または

4 mm のネットを高さ 2 m の条件で設置すると、いずれもネットがない場合に比べて

85％程度飛散率を低減することが確認されている (日本植物防疫協会 2007)。樹園地の

防薬ネットは作物の種類に合わせて高さを確保することが重要である。 

樹園地では動噴散布機による手散布の他に、数多くのノズルから散布液を送風によっ

て作物体に吹きつけるスピードスプレーヤの使用も一般的である。スピードスプレーヤ

は作業性が高く果樹生産現場では不可欠な機材であるが、手散布のように樹ごとではな

く画一的な散布になりやすいため、欠株や防薬ネットの切れ間から空間に向けて薬液を

噴霧しないように操作し、特に飛散に注意する必要がある。 

具体的にスピードスプレーヤを使用する時は散布時の天候の確認など基本的な操作の

励行に加えて、①送風量は必要な範囲で可能な限り少なくする、②ノズルの配列に注意

し、散布対象がない方向のノズルは止める、③旋回時には不要な噴霧を止める、④園地

の端部での散布には特に注意する等の対策が重要である(日本植物防疫協会 2005a)。ま

た、スピードスプレーヤに対応した飛散低減ノズルも開発され、実証圃での薬効や飛散

防止効果の確認が全国的に進んでいる(農林水産省 2009)。さらに圃場が水路や河川に近

い場合は、水辺に植栽などで遮蔽を設け、噴霧液が水面に落下しないようにすることで

農薬の流出を防止することができる(Vischetti et al. 2008)。 
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樹園地における農薬の流出防止技術のまとめ 

【表 4-2．】樹園地における農薬の流出防止技術の概要について、防止効果別に示す。参

考にコストについても記載したが、資材の種類、製造元、販売店や運搬方法によって価

格は異なる。この他に技術の導入に伴う工事費、運賃、人件費が加算される場合もある。 

流出防止効果 技術の概要 参考 
散布技術の工夫

による飛散防止 
農薬無施用の緩衝帯を圃場周縁に設置す

る 

 

液剤等の噴霧処理において飛散低減ノズ

ルを使用する 

飛散低減ノズル の価格は 1

頭口 1,300 円程度から。スピ

ードスプレーヤ対応の飛散低

減ノズルもある。 

障壁設置による

飛散防止 
ソルゴーなど草丈の高い植物を障壁作物と

して栽培し、圃場周縁を遮蔽する 

 

遮光ネットなどを防薬ネットとして圃場周

縁に設置する 

用水路などの周辺を植栽し、水系への飛

散を防止する 
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5. 総合考察 

5.1 環境中の農薬分解と検出の背景 

河川水中の農薬濃度については 1970 年代からモニタリングが行われ、これまでに多

くのデータが蓄積されている。特に水田施用農薬の成分については、圃場から河川へと

水が連続して移動するため、畑地などに比べて流出率が高いことが知られている (丸 

1991)。ただし、環境省が日本植物防疫協会に委託した事業において、年間を通じて水

田から排水路を経て小河川に到る農薬濃度の推移を 7 府県で調査したところ、河川水中

の農薬濃度は検出限界未満であることが多いと報告されている(日本植物防疫協会 

2008b)。同様の傾向は千葉県や茨城県で実施した調査においても確認されている(丸 

1985; 石原ら 2006)。しかし使用最盛期には数十 ppb 程度の農薬が河川水中で検出さ

れ、慢性的ではないものの流出した農薬が周辺環境へ影響を及ぼす可能性がある (丸 

1985; 井上 2006; 石原ら 2006)。 

5.2 流出防止技術の啓発・普及活動との連携 

このように農薬の流出防止は水環境を保全する上で重視すべき要素であり、本報告書

では国内外で提案されている流出防止技術を掲載した。ここでは研究段階の技術からす

でに実用化されている技術までが網羅的に紹介されている。対象とした圃場には水田、

畑地、樹園地が含まれている。このうち圃場から河川へと水が連続して移動する水田で

は、農薬を含む水田水の扱いによっては水系に直接的な影響が表れる。そこで止水管理

を中心とした汎用性の高い技術に注目し、①作付け前の圃場準備、②農薬処理時の留意

点、③農薬処理後の水管理について【図 5.1】に整理した。ここで採り上げた技術は、

流出防止効果が高い上に省力的に実施できるので農薬の使用者に対する啓発・普及に値

する。そこでこれらの技術については別紙パンフレット「農薬の流出防止技術の紹介」

にまとめ、具体的な実施例を栽培体系に沿って掲載した。 
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【図 5.1】汎用性のある農薬流出防止技術 
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農薬使用者の育成と認定一覧 

【表 6-1．】農薬の使用者に対する資格認定の名称、条件と目的、認定実施者を示す。 
資格の名称 資格条件と活動目的 研修または資格認定実施者 
緑の安全管理士 
（緑地・ゴルフ場

分野） 

ゴルフ場、公園等の緑地保全に係る病

害虫・雑草防除と農薬に関する知識や

防除技術を修得し、農薬の使用現場で

指導的役割を果たすことができる適格

者として試験に合格した者 

社団法人緑の安全推進協会 
http://www.midori-kyokai.
com/kanrisi/index.html 

植物防疫研修修

了者 
↓ 
農薬安全コンサ

ルタント 
緑の安全管理士 
（農耕地分野） 

植物防疫に関する知識・技術の向上を

図り、植物防疫事業の推進に資するた

めの知識と農薬の安全適正使用につい

て研修を修了し試験に合格した者 

社団法人日本植物防疫協会 
http://www.sp.jppa.or.jp/ab
out/kenshu.html 

農薬管理指導士

（県により名称

の異なることが

ある） 

農薬の販売者、防除業者の中で農薬の

危害防止等、農薬の取扱いにおいて指

導的役割を果たすための研修を受けた

者（またはさらに試験に合格した者） 

都道府県 

ゴルフ場等での農薬管理責任者を対象

に、指導要綱や防除指針などを踏まえ

農薬適正使用をはかる研修を修了した

者（またはさらに試験に合格した者） 
農薬適正使用ア

ドバイザー（県に

より名称の異な

ることがある） 

農薬の使用現場に近いところで農業者

等に適正使用を助言・指導するための

研修を受けた者（またはさらに試験に

合格した者） 

都道府県 

防除指導員 営農指導員のなかで、農作物の病害

虫・雑草に関する知識と防除法に関す

る知識技術を研修し、防除指導の役割

を果たせる者として試験に合格した者 

JA 全農 

技術士（植物保

護） 
技術士法に基づく国家資格で、農業分

野において植物保護の選択科目が設け

られている。出題事項は病害虫防除、

雑草防除、発生予察、農薬その他植物

保護に関する事項 

国家試験 
http://www.engineer.or.jp/e
xamination_center/pejseid
o.pdf 

緑の安全推進協会 (2005) より改変 
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Abstract 

In the process of registering an agricultural chemical, the Agricultural 
Chemical Regulation Law requires the use of a wide variety of tests to evaluate 
toxicity, persistence, and efficacy against the target diseases, pests, or weeds. When 
the product is used as approved, adverse effects on human health and environment 
are sufficiently small as to be deemed acceptable. However, if improperly used, used 
under unfavorable weather conditions, or used in inadequately irrigated fields, the 
agricultural chemical may discharge from the focal area and contaminate the nearby 
environment. The risk of contamination is high especially for paddy fields where 
applied chemicals can flow through channels directly connected to adjacent creeks or 
rivers.   

The goal of the Assessment of Measures to Reduce the Emission of Agricultural 
Chemicals from Cropland project is to contribute to the conservation of the water 
environment by providing information on techniques for preventing the discharge of 
agricultural chemicals from runoff, erosion, leaching, or spray drift. After an 
evaluation by a review board of experts, the technical information is presented here 
comprehensively by location in which agricultural chemicals are applied (paddy field, 
upland field, and orchard).  

The technical information presented in this report includes techniques from 
research and those already in practical use. A series of highly effective and easy to 
adopt at low cost techniques are excerpted from this report and summarized in the 
Introduction of Measures to Reduce the Emission of Agricultural Chemicals, a leaflet 
for users of agricultural chemicals.  
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